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(57)【要約】
【課題】圧縮開放ブレーキと同程度のエンジンブレーキ
効果を実現でき、しかも、簡素な可変動弁システムで高
いエンジンブレーキ力を確保できるエンジンブレーキ方
法及びエンジンブレーキ装置を提供する。
【解決手段】内燃機関を搭載した車両における、圧縮行
程で排気弁を開弁するブレーキ方法であって、ブレーキ
力発生時に、排気通路に設けた排気ブレーキ弁を絞ると
共に、エンジンブレーキ力を発生させるための前記排気
弁の開弁期間を、クランク角度で圧縮行程の下死点４０
度前から膨張行程の上死点後４０度の間の期間の５０％
以上かつ１００％以下の範囲とすると共に、膨張行程で
は、この膨張行程の５０％以上かつ１００％以下の範囲
で閉弁する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関を搭載した車両における、圧縮行程で排気弁を開弁するブレーキ方法であって
、ブレーキ力発生時に、排気通路に設けた排気ブレーキ弁を絞ると共に、エンジンブレー
キ力を発生させるための前記排気弁の開弁期間を、クランク角度で圧縮行程の下死点４０
度前から膨張行程の上死点後４０度の間の期間の５０％以上かつ１００％以下の範囲とす
ると共に、膨張行程では、この膨張行程の５０％以上かつ１００％以下の範囲で前記排気
弁を閉弁することを特徴とするエンジンブレーキ方法。
【請求項２】
　前記エンジンブレーキ力を発生させるための前記排気弁の最大リフト量は、前記排気弁
の排気行程における最大リフト量の５％以上かつ１００％以下とすることを特徴とする請
求項１記載のエンジンブレーキ方法。
【請求項３】
　内燃機関を搭載した車両における、圧縮行程で排気弁を開弁するブレーキ装置であって
、ブレーキ力発生時に、排気通路に設けた排気ブレーキ弁を絞ると共に、エンジンブレー
キ力を発生させるための前記排気弁の開弁期間を、クランク角度で圧縮行程の下死点４０
度前から膨張行程の上死点後４０度の間の期間の５０％以上かつ１００％以下の範囲とす
ると共に、膨張行程では、この膨張行程の５０％以上かつ１００％以下の範囲で前記排気
弁を閉弁することを特徴とするエンジンブレーキ装置。
【請求項４】
　前記エンジンブレーキ力を発生させるための前記排気弁の最大リフト量は、前記排気弁
の排気行程における最大リフト量の５％以上かつ１００％以下とすることを特徴とする請
求項３記載のエンジンブレーキ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、排気ブレーキとの併用によるエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　エンジン（内燃機関）を搭載した車両のブレーキシステムには、コストパフォーマンス
の高さから排気ブレーキが一般的に使用されてきている。この排気ブレーキでは、内燃機
関の排気通路のターボチャージャのタービンの下流側に排気ブレーキ弁（排気シャッター
）を設けて、この排気ブレーキ弁を車両のエンジンブレーキ作動時に絞ることで、排気圧
力を著しく増加させて、吸気圧力よりも著しく高くする。これにより、エンジンのポンプ
損失（ＰＭＥＰ）を増加させて、エンジンブレーキ力を増加させている。図７に、この排
気ブレーキ実施時のＰＶ線図を示す。この排気ブレーキでは、原理上、排気圧力を高めて
、吸気圧力と排気圧力の圧力差を増加させるほどポンプ損失が増加するため、エンジンブ
レーキ力は高くなる。
【０００３】
　しかしながら、排気圧力が増加すると、排気通路に設けられたターボチャージャのター
ビンに作用する圧力が高くなるので、排気圧力が高くなり過ぎると、タービンの寿命に悪
影響を及ぼしたり、ＥＧＲ系等を含んだ排気系における排気漏れが生じたりする等の問題
が生じる。そのため、排気圧力の増加には限界が存在し、大幅な排気圧力の増加はできな
い。
【０００４】
　一方で、この排気ブレーキによるエンジンブレーキ力よりも、より強力なエンジンブレ
ーキ力を発生させる方法として、エンジンブレーキに併用して圧縮開放ブレーキを採用す
る方法がある。この圧縮開放ブレーキは、ジェイクブレーキ（Ｊａｋｅ　Ｂｒａｋｅ）と
呼ばれ、内燃機関の圧縮行程の上死点近傍で圧縮した吸気を排気側に開放することで、圧
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縮行程における仕事分（圧縮平均有効圧分）のエネルギーをブローダウンエネルギーとし
て排気系に与え、エンジンブレーキ力を増加させている（例えば、特許文献１及び特許文
献２参照。）。
【０００５】
　つまり、圧縮行程でピストンが上死点付近で燃料を噴射せずに吸気を排気側に開放する
ことで、吸気の圧縮が開放され運動エネルギーが失われ、さらに上死点通過後の膨張行程
で吸気側から排気側への通路を閉じるとシリンダ内の吸気が少ない状態でピストンが下が
るため抵抗となり、ブレーキ力を発生する。
【０００６】
　この圧縮開放ブレーキでは、図８に、この圧縮開放ブレーキ実施時のＰＶ線図を示すが
、圧縮行程における仕事量から膨張行程における仕事量を差し引いた分のエネルギーを吸
収することができる。この仕事量の差（吸収エネルギー量：吸収動力量）は図８の斜線部
の面積に相当する。この仕事量の差、即ち斜線部の面積を増加させるためには、図８の横
軸のシリンダ容積に関係する底辺の長さと、縦軸のシリンダ内の圧力に関係する高さを増
加させる必要があるが、斜線部の底辺の長さはエンジンの排気量に関係し制限がある。ま
た、斜線部の高さに関係する圧縮行程におけるシリンダ内の圧力変化はシリンダ内の容積
の増減に対して、熱力的に定められる断熱変化（ポリトロープ変化）に準ずるため、その
履歴圧力を大きく高めることはできない。
【０００７】
　この圧縮開放ブレーキの吸収動力量を増加するためには、ターボチャージャやスーパー
チャージャ等による過給によって圧縮開始初期圧力を高め、圧縮端圧力を増加させること
が必要となる。この場合に、この高い圧縮端圧力で排気弁を開弁操作することが必要にな
る。
【０００８】
　しかしながら、排気弁を数ＭＰａ（数十ｂａｒ）となるような圧縮端圧力に抗って開く
のは、排気弁の駆動系やその駆動系を保持するシリンダヘッドのヘッド面に対して、圧縮
開放端圧力に比例する大きな力が作用するので大きな機械的ストレスが生じる。
【０００９】
　そのため、従来技術においては、圧縮開放ブレーキでは排気弁駆動系に油圧駆動方式が
採用されるか、通常の排気弁よりも小径の圧縮開放ブレーキ専用の排気弁（サードバルブ
）が使用されている。しかし、これらのいずれの場合においても、エンジンのシリンダヘ
ッドに関係する部分を中心にして、大きな設計変更と、機械的ストレスに強い装備部品が
必要となり、コスト高になるという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００８－２８６２０６号公報
【特許文献２】特開２００４－８４５９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、上記の状況を鑑みてなされたものであり、その目的は、圧縮開放ブレーキで
問題となる圧縮行程の上死点付近の圧縮端圧力に起因する排気弁の開弁時における高い機
械的ストレスを回避できると共に、圧縮開放ブレーキと同程度のエンジンブレーキ効果を
実現でき、しかも、簡素な可変動弁システムで高いエンジンブレーキ力を確保できるエン
ジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記のような目的を達成するための本発明のエンジンブレーキ方法は、内燃機関を搭載
した車両における、圧縮行程で排気弁を開弁するブレーキ方法であって、ブレーキ力発生
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時に、排気通路に設けた排気ブレーキ弁を絞ると共に、エンジンブレーキ力を発生させる
ための前記排気弁の開弁期間を、クランク角度で圧縮行程の下死点４０度前から膨張行程
の上死点後４０度の間の期間の５０％以上かつ１００％以下の範囲とすると共に、膨張行
程では、この膨張行程の５０％以上かつ１００％以下の範囲で前記排気弁を閉弁すること
を特徴とする方法である。
【００１３】
　言い換えれば、本発明では、エンジンブレーキ力の発生時に、圧縮行程の上死点付近で
排気弁を開弁する圧縮開放ブレーキのように、筒内最高圧力（圧縮端圧力）を高めること
でエンジンブレーキ力を高めるのではなく、エンジンブレーキ力の発生時に、排気ブレー
キ弁を絞りつつ、圧縮行程の略全域にわたって排気弁を開放して、排気ブレーキ弁の絞り
で生じた高い排気圧力を圧縮行程の初期段階で利用して、シリンダ内圧力を圧縮行程の初
期段階から速やかに高めて、圧縮行程におけるシリンダ内平均有効圧を高める。
【００１４】
　これにより、圧縮行程における吸収仕事量を確保してエンジンブレーキ力を確保し、同
時に、圧縮端圧力が高くなることを抑制して、排気弁の駆動系にかかる負担を軽減する。
つまり、本発明では、排気ブレーキによる排気圧力を活用する。
【００１５】
　この方法によれば、排気ブレーキと、圧縮行程における排気弁のリフトとを組み合わせ
ることにより、圧縮開放ブレーキで問題となる、高い圧縮端圧力下での排気弁の開弁にお
ける機械的ストレスを回避しつつ、圧縮開放ブレーキと同等のエンジンブレーキ効果を実
現することができる。しかも、簡素な可変動弁システムで高いエンジンブレーキ力を確保
することができる。
【００１６】
　つまり、圧縮行程の初期段階で、排気ブレーキ弁の絞りにより、高い排気圧力を利用す
ることで、非常に高い過給圧を得たのと同じ状態にできるので、筒内圧力を圧縮行程の初
期段階から速やかに高めることができる。
【００１７】
　また、圧縮行程中は、排気弁が開いている状態であるので、排気ブレーキによって生じ
た高い排気圧力を受けながらも、シリンダ内のガスは排気ポート側に抜けるので、筒内圧
力が著しく高くなることを防止できる。これにより、圧縮行程を通して一定以上の筒内圧
力を保つことができ、排気弁の駆動系に対して大きな負担を掛けることなく、圧縮行程に
おける排気弁の開弁動作ができる。
【００１８】
　更に、圧縮行程に続く膨張行程では吸気弁と排気弁は共に全閉となるが、圧縮行程でガ
スの大半が抜け出ているため、膨張行程で回収される仕事量は極めて限定的となる。その
ため、圧縮開放ブレーキと同様に圧縮仕事の方が膨張仕事よりも大きくなり、吸収動力を
高めて、ブレーキ効果を大きくすることができる。
【００１９】
　また、上記のエンジンブレーキ方法において、前記エンジンブレーキ力を発生させるた
めの前記排気弁の最大リフト量は、前記排気弁の排気行程における最大リフト量の５％以
上かつ１００％以下とする。
【００２０】
　つまり、圧縮行程における排気弁の最大リフト量が、排気行程における排気弁最大リフ
ト量の５％より小さくなると、同圧縮行程初期におけるガスの筒内再導入による筒内圧力
増加と、圧縮行程後期における筒内ガスの排出に支障が生じ、同行程において排気弁を開
弁した効果が限定的となる。また、バルブリフト量の最大リフト量は排気弁の加速度限界
等により規定されるが、排気行程におけるリフト量以上のバルブリフト量を同圧縮行程に
て確保しても、エンジンブレーキ性能に及ぼす影響がほぼ皆無である。
【００２１】
　上記のような目的を達成するための本発明のブレーキ装置は、内燃機関を搭載した車両
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における、圧縮行程で排気弁を開弁するブレーキ装置であって、ブレーキ力発生時に、排
気通路に設けた排気ブレーキ弁を絞ると共に、エンジンブレーキ力を発生させるための前
記排気弁の開弁期間を、クランク角度で圧縮行程の下死点４０度前から膨張行程の上死点
後４０度の間の期間の５０％以上かつ１００％以下の範囲とすると共に、膨張行程では、
この膨張行程の５０％以上かつ１００％以下の範囲で前記排気弁を閉弁するように構成さ
れる。
【００２２】
　この構成によれば、排気ブレーキと、圧縮行程での排気弁のリフトとを組み合わせるこ
とにより、圧縮開放ブレーキで問題となる、高い圧縮端圧力下での排気弁の開弁における
機械的ストレスを回避しつつ、圧縮開放ブレーキと同等のエンジンブレーキ効果を実現す
ることができ、しかも、簡素な可変動弁システムで高いエンジンブレーキ力を確保するこ
とができる。
【００２３】
　また、上記のエンジンブレーキ装置において、前記エンジンブレーキ力を発生させるた
めの前記排気弁の最大リフト量は、前記排気弁の排気行程における最大リフト量の５％以
上かつ１００％以下とするように構成される。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明に係るエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置によれば、排気ブレーキ
と圧縮行程の略全域にわたる排気弁のリフトとを組み合わせることにより、上死点付近で
排気弁をリフトする圧縮開放ブレーキで問題となる、圧縮行程の上死点付近における圧縮
端圧力に起因する排気弁の開弁時における高い機械的ストレスを回避できると共に、圧縮
開放ブレーキと同程度のエンジンブレーキ効果を実現でき、しかも、簡素な可変動弁シス
テムで高いエンジンブレーキ力を確保できる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の第１の実施の形態のエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置に
おける排気弁のリフトパターンを示す図である。
【図２】本発明の第２の実施の形態のエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置に
おける排気弁のリフトパターンを示す図である。
【図３】本発明の第１の実施の形態のエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置に
おける筒内圧力図である。
【図４】本発明の第１の実施の形態のエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置に
おける筒内圧力変化を示すＰＶ線図である。
【図５】実施例と比較例１と比較例２における、エンジンブレーキ時のエンジン回転数と
排気圧力の関係を示す図である。
【図６】実施例と比較例１と比較例２における、エンジンブレーキ時のエンジン回転数と
エンジンブレーキ力の関係を示す図である。
【図７】排気ブレーキ作動時のＰＶ線図である。
【図８】圧縮開放ブレーキシステム作動時のＰＶ線図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明に係る実施の形態のエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置につ
いて、図面を参照しながら説明する。
【００２７】
　本発明に係る実施の形態のエンジンブレーキ装置は、内燃機関を搭載した車両における
、圧縮行程で排気弁を開弁するブレーキ装置であり、内燃機関の排気通路に設けた排気ブ
レーキ弁と内燃機関の圧縮行程においても開弁可能に構成された排気弁開閉機構を備えて
構成される。
【００２８】
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　この実施の形態のエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置では、ブレーキ力発
生時に、排気通路に設けた排気ブレーキ弁を絞ると共に、エンジンブレーキ力を発生させ
るための排気弁の開弁期間（Ａ１～Ａ２）を、クランク角度で圧縮行程の下死点（ＢＤＣ
）４０度前を経過した時点と膨張行程の上死点後４０度を経過した時点との間の期間の５
０％以上かつ１００％以下とし、圧縮行程における排気弁の開弁時期はクランク角度で圧
縮行程の下死点４０度前から４５度の範囲が好ましい。
【００２９】
　膨張行程では、この膨張行程の５０％以上かつ１００％以下の範囲の期間で閉弁し、排
気弁の開弁時期は、膨張行程上死点（ＴＤＣ）の２５度前から４５度の範囲が好ましい。
【００３０】
　圧縮行程での排気弁の開弁時期を圧縮行程期間の５０％より小さくすると、開弁時間の
短さにより圧縮行程初期段階における筒内圧力上昇、もしくは圧縮行程後期におけるガス
排出に支障が生じるため、圧縮行程における排気弁改善によるエンジンブレーキ効果が小
さくなる。
【００３１】
　つまり、本発明のエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置は、排気ブレーキと
排気弁の圧縮行程におけるリフトを併用するエンジンブレーキであって、内燃機関の圧縮
行程の略全域にわたって、排気弁を開放することを特徴とする。
【００３２】
　そして、エンジンブレーキ力を発生させるための圧縮行程における排気弁の最大リフト
量Ｌ１は、排気弁の排気行程における最大リフト量Ｌｍａｘの５％以上かつ１００％以下
とするように構成される。５％以下にすると圧縮行程におけるガス交換に対して絞り損失
が大きくなり、ガス交換を円滑に行えないためエンジンブレーキ力が低下し、１００％以
上のバルブリフト量を設定しても、エンジンブレーキ力に及ぼす影響が無いためである。
【００３３】
　そして、第１の実施の形態のエンジンブレーキ装置におけるエンジンブレーキ方法では
、内燃機関の圧縮行程の略全域にわたって排気弁を山形形状にリフトして排気弁を開放す
る。より具体的には、エンジンブレーキ力を発生させるための排気弁の開弁期間（Ａ１～
Ａ２）における、排気弁のリフト量Ｌを山形のリフト量とする。この様子を、図１に例示
する。
【００３４】
　また、第２の実施の形態のエンジンブレーキ装置におけるエンジンブレーキ方法では、
内燃機関の圧縮行程の略全域にわたって排気弁を略一定のリフトに保持して排気弁を開放
する。より具体的には、エンジンブレーキ力を発生させるための排気弁の開弁期間（Ｂ１
～Ｂ２）で略一定のリフト量Ｌｍに維持する。この様子を、図２に例示する。
【００３５】
　これらのエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置によれば、筒内圧力（シリン
ダ内の圧力）を、圧縮行程の初期段階では、排気ブレーキ弁の絞りによって生じる高い排
気圧力を利用して、非常に高い過給圧を得たのと同じ状態にすることができるので、図３
の筒内圧力のシミュレーション結果の太線Ａに示すように、筒内圧力を圧縮行程の初期段
階から速やかに高めることができる。なお、このシミュレーション結果は、脈動等を含め
てエンジン内部の空気流動を評価することができるエンジンシミュレーションの計算結果
である。
【００３６】
　一方、圧縮行程中は排気弁が常時開いている状態であるので、筒内ガスは、排気ブレー
キ弁の絞りで高くなった排気圧力を受けながら、ピストンの移動に伴って再び排気ポート
へと抜け出るため、圧縮行程を通して一定以上の筒内圧力を確保しながらも著しく高くな
らない。従って、圧縮開放ブレーキ（図３の細線Ｂ）のように筒内圧力が著しく高くなる
ことを防ぐことができる。その結果、排気弁の駆動系に対して大きな負担をかけることな
く、排気弁の開弁動作をすることができるようになる。
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【００３７】
　そして、圧縮行程に続く膨張行程では、図１及び図２に示すように排気弁は吸気弁と共
に全閉となるが、圧縮行程で筒内ガスの大半が抜け出ているため、膨張行程で回収される
仕事量は極めて少なくなる。その結果、圧縮開放ブレーキと同様に圧縮仕事が膨張仕事よ
り大きくなり、吸収エネルギー量を高めることができる。なお、圧縮行程で排気弁が閉じ
ている場合では、筒内ガスに対して行われた圧縮仕事は、その大半が膨張行程にて回収さ
れるので、吸収エネルギー量は殆どない。
【００３８】
　図４に図３のシミュレーション結果に基づくＰＶ線図を示す。本発明では、圧縮開放ブ
レーキのように、筒内最高圧力を高めるのではなく、圧縮行程における筒内平均有効圧を
高めることで圧縮行程における吸収仕事量（吸収エネルギー量）を確保しつつ、同時に圧
縮端圧力を抑制し、そのリフトパターンと併せて排気弁及びその駆動系にかかる負担を最
小限としながら膨張行程における仕事回収量を大きく低減させることで、エンジンブレー
キ力の確保を可能とする。つまり、本発明は、排気ブレーキによる排気圧力を活用するも
のである。
【００３９】
　図５と図６に、全エンジン回転数にわたっての排気圧力と吸収トルクとの関係について
のシミュレーション評価結果を示す。実施例が本発明を示し、比較例１が圧縮解放ブレー
キシステムを示し、比較例２は排気ブレーキのみを示し、比較例３は通常の圧縮行程で排
気を開弁しない通常のエンジンブレーキを示す。
【００４０】
　図５に示すように、エンジンの低速回転域では、本発明の実施例は、圧縮解放ブレーキ
システムの比較例１より高い排気圧力を確保しないと、図６に示すように、同等の吸収ト
ルクを確保できないが、排気ブレーキのみの比較例２や通常のエンジンブレーキの比較例
３と比較すると、図６に示すように大きな吸収トルクを確保することができる。
【００４１】
　また、エンジンの高速回転域では、本発明の実施例は、圧縮解放ブレーキシステムの比
較例１より多少高い排気圧力で、図６に示すように、同等の吸収トルクを確保できる。ま
た、排気ブレーキのみの比較例２や通常のエンジンブレーキの比較例３と比較すると、図
６に示すように大きな吸収トルクを確保することができる。
【００４２】
　図５と図６から、大幅に低い最高排気圧力条件にて、本発明の実施例１が、圧縮開放ブ
レーキシステムの比較例１と同等のエンジンブレーキトルクを確保できることが分かる。
なお、この実施例としては第１の実施の形態のシミュレーション評価結果を示しているが
、第２の実施の形態も略同様な結果が得られている。
【００４３】
　上記のエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置によれば、排気ブレーキと圧縮
行程の略全域にわたる排気弁のリフトとを組み合わせることにより、上死点付近で排気弁
をリフトする圧縮開放ブレーキで問題となる、圧縮行程の上死点付近の圧縮端圧力に起因
する排気弁の開弁時における高い機械的ストレスを回避できると共に、圧縮開放ブレーキ
と同程度のエンジンブレーキ効果を実現できる。
【００４４】
　しかも、ガソリンエンジンシステムでは既に量産化されているよりも簡素な可変動弁シ
ステムで高いエンジンブレーキ力を確保できる。
【産業上の利用可能性】
【００４５】
　本発明のエンジンブレーキ方法及びエンジンブレーキ装置によれば、圧縮開放ブレーキ
で問題となる圧縮行程の上死点付近の圧縮端圧力に起因する排気弁の開弁時における高い
機械的ストレスを回避できると共に、圧縮開放ブレーキと同程度のエンジンブレーキ効果
を実現でき、しかも、簡素な可変動弁システムで高いエンジンブレーキ力を確保できる。
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従って、自動車等の内燃機関を搭載して、排気ブレーキを使用する車両のエンジンブレー
キ方法及びエンジンブレーキ装置として利用することができる。
【符号の説明】
【００４６】
Ａ１　ブレーキ力発生のための排気弁の開放開始
Ａ２　ブレーキ力発生のための排気弁の開放終了
Ｂ１　排気弁のリフト量が略一定になった時期
Ｂ２　排気弁のリフト量を略一定から閉じ始める時期
Ｌ　　ブレーキ力発生のための排気弁のリフト量
Ｌ１　ブレーキ力発生のための排気弁の山形のリフト量の最大値
Ｌｍ　ブレーキ力発生のための排気弁の略一定のリフト量
Ｌｍａｘ　排気弁の最高リフト量

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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